
施策評価表　（平成２９年度実施事業対象）　　 （作成日：平成３０年　７月１１日）

主担当課

9.00

188,009212,114 462,117194,244

9.60 8.70

68 63

決算 当初予算

112,44483,369 87,541

49,827 297,293

54,787

これまでの成果

30

備考欄
 ３０年度

3.2 3 2.9 2.8

２８年度

実績 目標 実績 目標

正
職
員

従事者数
（単位：人）

人件費（c）

認定農業者数（人数） 29

遊休農地面積の比率(％）

36.4

3028

決算

この施策の目的

農業委員会・まちづくり部

都市近郊の優位性を生かし、その鮮度や生産性に秀でた付加価値の高い農業経営を奨励すると同時に、優良な農業生産者
に農地の集約を進め、耕作放棄地の減少を目指す事により、本市の農業生産力の向上に努める。

関係課 農業委員会事務局・道路河川課

55,643 50,573

３．施策の現状分析（第３次総合計画の現状と課題をもとに記入する）

農作業従事者の急速な高齢化、これに伴う農業担い手の不足
や農地の荒廃化などの問題が、社会全体で顕在化している。
この事を受け、青年等新規就農者の確保、農地中間管理機構
等による遊休農地解消、地産地消に向けた6次産業の推進等
が、国策として実施されている。

顧客単価の単価の高い、６次産業への移行等、農作物に付加
価値を求める動向が増えつつある。つまり、農業収入のみで
生計を営む事ができる近代的農業への転換についての、知識
の習得や財政的支援が求められている。

社会環境や国・県の動向など、
施策を取り巻く環境について

当初予算

58,320 73,895

この施策の概況

この施策に対する市民ニーズなど、
具体的な事項について

施策指標①
（成果指標）

名称及び単位等

施策指標②
（成果指標）

施策指標③
（成果指標）

２．施策の基本方針（第３次総合計画の基本方針をもとに記入する）

目指す都市像
（政策）

番号 6

主担当部 魅力創造部

名称

施策 番号 2 名称

関係部

山崎　貴浩

農地中間管理事業により、農地の賃貸借に係る利用権設定の実績が増加しつつある。このことにより、耕作放棄地問題の解
消に一歩ずつではあるが、寄与しつつある。

魅力ある農業の推進

産業振興課 部長名

農用地利用集積面積（ha) 37

２９年度

１．第３次総合計画における施策の体系

（a）－（b）＝一般財源

歳入
（b）

財源の内訳

４．指標及びコストの推移

137,436 409,800

受益者負担額以外
の歳入（補助金等）

受益者負担額

活力と賑わいのある元気なまち

157,327
歳出

（直接事業費）（a）
138,601

77,666

22.9 25

52,317

9.75

施策指標④
（成果指標）

施策指標⑤
（成果指標）

指
標
の
推
移

コストの推移
（単位：千円）

2,615 63

トータルコスト
（a）＋（c）



説明２次評価

８．構成事業の方向性　（それぞれの事務事業における今後の最適手段を検証する）

１次評価 説明

３　縮小する２　維持する

説明

総合評価　２次評価

大阪都市圏に近く、鉄道、自動車とも交通の要衝に位置するという本市の高い利便性が逆に農業の兼業化に拍車をか
け、農業経営規模は縮小を続けているというのが実状であり、それに伴って耕作放棄地も増加の一途である。しかし、
本市の農業は消費者との距離がきわめて近く、また混在化しているため、小規模であってもより直接的に消費者のニー
ズに対応した新鮮で安全な農産物を供給できるという大きな可能性がある。その可能性を現実にしていくためには、適
地適作、多品種少量生産、販路開拓などの経営改善を進めるとともに若い就農者を増加させるための啓発活動等を積
極的に行っていく必要がある。

次年度以降の方向性 １　強化する

説明

３　やや低い

県と連携し新規就農者の確保並びに農地中間管理事業を活用し、不作付地の活用を図る。
また有害鳥獣の被害に対し関係機関や市民等と連携し様々な対策を講ずる。

総合評価　１次評価

１　強化する ２　維持する ３　縮小する次年度以降の方向性 1

農業者担い手確保は遊休農地対策にも寄与し、ひいては本市農業活性化に繋がるという点から貢献度は高いといえ
る。

６．施策の課題

この施策の課題
農業の担い手不足、不作付地の増加のみならず有害鳥獣による農作物被害や耐用年数を経過した農業用施設の更新等問題
は山積している。

成果向上の
可能性はどうか

説明

2 １　高い ２　やや高い

１　十分ある

４　低い

2

３　やや低い

４　ない２　ある程度ある

市政全般に対する
貢献度はどうか

２　やや高い2 ４　低い

５．施策の評価

７．次年度以降の施策の方向性

説明

有効性の評価

この施策の
成果の達成度はどうか

日本の農業の深刻な課題となっている担い手不足問題は、本市においても課題となっていることから、今後の農業を衰
退させない意味において重要な施策であり、特に担い手の確保は必須となっており、県と情報共有しながら促進してい
く。

３　あまりない

１　高い



（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

※下記評価の解説
・貢献度－事務事業評価の結果をもとに、この施策での貢献度（重要度）を絶対評価で示しています。
　　（a：不可欠かつ施策の中核をなす事業、b：不可欠な事業、c：不可欠ではないが実施が望ましい事業、d：あまり有効ではない事業）
・方向性－事務事業評価の結果をもとに、この施策からみた各事務事業の今後の方向性を絶対評価で示しています。
　　（拡大する、見直しながら続ける、縮小する、廃止又は休止する、完了する）
・優先度（ソフト事業（任意）のみ）－施策内での事務事業の優先度を相対評価で示しています。
　　（優先度が高い順に　　Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ）

優先度
(ソフト任意)

b
見直しな
がら続け

る

９．施策を構成するそれぞれの事務事業の評価

産業振興課

施策評価

方向性

見直しな
がら続け

る
　

C

b
見直しな
がら続け

る

8

産業振興課

農業振興地域整備計画の一部変更手続き及び全体見直しについて農業振興
地域整備推進協議会にて承認を受け、県との協議の上承認を得て、農地の
有効利用を図る。

2

農業振興地域整備計
画事業 100

内部管理・維持管理 （千円）

現状のまま継続

b
見直しな
がら続け

る
　

6

産業振興課
生産技術の向上及び研究に資する視察研修・技術講習会等を実施するた
め、各団体へ補助金を交付
ビニールハウス等の施設を設置又は更新する会員農家へ補助金を交付
会員農家から出る園芸用廃プラスチックの適正処理のため協議会を開催し、
処理費用の一部を負担

2 現状のまま継続

7

産業振興課
農業者から提出される営農計画書に基づき、経営所得安定対策等交付金の
交付に向けた業務を行う。
農業者が土地改良区へ支払う賦課金のうち３割を市が負担する。
農業用設備の購入者で特別融資の認定を受けた者に対し、利子補給を行う。

3

農業者支援事業
17,931

ソフト（義務） （千円）

縮小する

c

b

見直しな
がら続け

る

現状のまま継続

土地改良区等運営負
担金事業

農業経営団体育成事
業 2,335

ソフト（任意） （千円）

貢献
度

2,468

ソフト（任意） （千円）

5

産業振興課

大和平野土地改良区・倉橋溜池土地改良区へ運営費負担金を支払い、中和
農業共済組合へ交付金を支払う。

C

　

B

D

2

a
見直しな
がら続け

る
A

縮小する

c 縮小する

b
見直しな
がら続け

る

（千円）

4

産業振興課

朝市では市のイベントにおいて出店を行い、農業祭では、各種団体の出店、
農産物品評会の開催と即売会を行う。

2

地産地消推進事業
2,345

ソフト（任意） （千円）

現状のまま継続

2

産業振興課

遊休農地活用の一環として整備された営農スポーツ広場の管理委託を行う。

3

営農スポーツ広場管理
事業 12,853

この施策に関連する事務事業評価の内容（評価内容の転記）

課名、事務事業名
及び事業種別

事業の方向性及び
Ｈ２９決算額

事業の内容NO.

2 現状のまま継続

景観形成作物（本薬師寺跡のホテイアオイ・レンゲ）や牡丹（一町）の作付け
及び育成に対し委託料を支払う。

2 現状のまま継続

景観形成作物等植栽
事業 4,000

ソフト（任意） （千円）

15,809

（千円）

活動組織がおこなう共同活動（水路・農道の補修等が項目として定められて
いる）に対して、作成された書類を元にして現地を確認することで履行を確認
する。また、書類の作成に関しての指導や相談等の支援もおこなう。国費５
０％、県費２５％、市町村２５％の補助が活動組織に交付される。又、平成２７
年度より多面的機能支払交付金として法制化され新たに７活動組織を加えた
１４活動組織で実施することになったことにより事業費も増額した。

多面的機能支払交付
金事業

ソフト（義務）

3

産業振興課

ソフト（任意）

1

戦
略

大
綱

　

　

　

　

　

　

○

　

　

　

　

　

　

　

　

　



（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

b
見直しな
がら続け

る

NO.
課名、事務事業名
及び事業種別

事業の内容
優先度

(ソフト任意)

b
見直しな
がら続け

る

　16

農業委員会事務局

農業委員会組織体制が大幅に変更になることから、安定した委員会運営を行
うための協議を充分に行い、農地法に基づく許可等の事務を適正に実施す
る。

2

農業委員会運営事務
事業 11,007

ソフト（義務）

15

道路河川課

（千円）

現状のまま継続

a

農業用施設の修繕等に必要となる資材を提供。

2

農業用施設原材料支
給事務 138

内部管理・維持管理 （千円）

現状のまま継続

　

B

　

　

b
見直しな
がら続け

る

13

道路河川課

農業用施設（用排水路、井堰、農道、ため池等）の整備、改修の地元要望に
対して、それぞれ用件を満たす事業メニューにより施設の整備を実施する。

1 継続する

a 継続jする

14

道路河川課

土地改良事業用地の未登記の土地に対し、所有権移転登記事務を実施。

1

土地改良施設整備事
業 42,178

ハード （千円）

拡大する

内部管理・維持管理 （千円）

拡大する

土地分筆登記事業
3,711

事業の方向性及び
Ｈ２９決算額

貢献
度

方向性

継続する

a 見直す

見直しな
がら続け

る
　

　

12

道路河川課

水環境整備事業により整備をおこなった中池施設の保全管理について、地元
管理者に対して管理負担金を交付する。

2

施設管理負担金事務
120

ソフト（任意） （千円）

（千円）

現状のまま継続

11

道路河川課

地元代表者及び各農家水利組合が事業主体となり、農業用施設の整備、修
繕に対し補助金を交付する。

1

市単独土地改良補助
金事業 9,972

ハード

この施策に関連する事務事業評価の内容（評価内容の転記） 施策評価

（千円）

拡大する

a
見直しな
がら続け

る
A

10

9

産業振興課 集落又は自治会単位で、今後の中心となる経営体及び農地の集積方法につ
いて話し合いにより人・農地プランを作成する。
就農時45歳までの新規就農者に対し、就農後５年で農業で生計を成り立たせ
ることを前提に、所得保障のため給付金を給付する。
地域の担い手に農地を集積する。
耕作放棄地に水稲その他の作物を栽培した営農団体へ交付金を交付する。

1

農地利用集積促進及
び担い手育成事業 11,370

ソフト（任意）

道路河川課

各種団体が行う研修会、協議会等の運営に対する会員負担金。

2

各種団体負担金事務
1,099

内部管理・維持管理 （千円）

現状のまま継続

b

戦
略

大
綱

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　



（ ）

1

2

1 2 3 4

総合戦略の
位置付け

229.12

決算

1414

16,886

決算

14

16,245

当初予算

16,951 15,809

基本⽬標 　 　

基本的⽅向 　 　

（作成⽇：平成30年　６⽉　   ６⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

魅⼒ある農業の推進

6

2

担当課名 産業振興課

事業ソフト（義務）

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

多⾯的機能⽀払交付⾦事業

⾨⻑　克浩課⻑名

総合計画の
位置付け

魅⼒創造部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名 農村地域農政総合推進事業費

重点項⽬ 　 　
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

⾒込み

成果指標 226.00

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

　

年度

対象 事業採択地域内の農業者、⾮農業者で構成される活動
組織

事業の
内容説明

活動組織がおこなう共同活動（⽔路・農道の補修等が項⽬と
して定められている）に対して、作成された書類を元にして現地
を確認することで履⾏を確認する。また、書類の作成に関しての
指導や相談等の⽀援もおこなう。国費５０％、県費２５％、
市町村２５％の補助が活動組織に交付される。⼜、平成２７
年度より多⾯的機能⽀払交付⾦として法制化され新たに７活
動組織を加えた１４活動組織で実施することになったことにより
事業費も増額した。

事業の
⽬的

地域共同の取組により、農業・農村の基盤を⽀え、環境の
向上を図る。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

4,206 4,254

当初予算

226.00農⽤地⾯積（ha）

計画実績

234.00

実績

12,680 12,697 11,853 12,168

226.00

14

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源 3,956 4,077

活動組織数

⾒込み

0.40 0.40

⼈件費　（c） 2,283 2,325 2,325

トータルコスト　（a）＋（c） 18,598 19,234 18,134 18,570

正職員
従事者数　（単位：⼈）

1,712

0.30 0.40

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 14

 活動指標②

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない

説明 耕作放棄地を増やさないよう努めることで、活動組織内における当該地⾯積の減少をゆるやかにしている。

2 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

やや低い 低い

美しい農村環境の維持と魅⼒ある農業の推進に寄与している。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 事務処理量がもともと膨⼤であるが、⾒直しによりコスト低減の可能性はある。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

活動組織に対する指導等により、農村環境の維持と魅⼒ある農業の推進をおこなっていきたい。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 国が推奨している事業であるため、今後も制度がなくならない限り継続していく。

2

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い



（ ）

1

2

1 2 3 4

12,853 12,853 12,853 12,853

12,853 12,85312,85312,853

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

決算 当初予算 決算

（作成⽇：平成30年　6⽉　   6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

魅⼒ある農業の推進

6

2

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⾨⻑　克浩課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

魅⼒創造部

事業ソフト（任意）

営農スポーツ広場管理事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

産業振興課

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 15

説明 営農スポーツ広場の⼀部の維持管理費⽤には、委託費の他に⾃治会の費⽤で賄われており、委託費がなくなると存
続に影響が出ると思われる。

 活動指標②

当初予算

実績

15 15

⾒込み

15

名称及び単位等

⾒込み

成果指標

営農スポーツ広場設置数

　 　

重点項⽬ 　 　

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

2

実績計画

15

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

指標の
推移

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 営農スポーツ広場管理事業

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

年度

対象 市⺠

事業の
内容説明

遊休農地活⽤の⼀環として整備された営農スポーツ広場の管
理委託を⾏う。事業の

⽬的 地域住⺠にレクリエーションやスポーツの場を提供する

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明 ⾃治会等へ委託を⾏っているが、ニーズが低下している箇所も⾒受けられる。

やめた
場合の
影響は

2 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

856 4,069 2,907

トータルコスト　（a）＋（c） 13,709 14,280 16,922 15,760

0.15 0.25 0.70 0.50

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
1,427

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5
3

2

3

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 維持管理が丁寧になされており、地域住⺠のレクリエーションの向上につながっている。

低い

レクリエーションやスポーツの場を提供することにより、⻘少年健全育成及び地域コミュニティの活動推進につながってい
る。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 ⾯積に応じて報償費及び管理委託料を⽀払っているが、今後精査が必要である。

説明

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

レクリエーションやスポーツ振興及び地域コミュニティ活動の推進のため、今後も継続していく。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 C

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 今後も継続していくが、費⽤⾯の精査が必要である。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い



（ ）

1

2

1 2 3 4

2,547 4,338 4,000 4,903

4,000 4,9034,3382,547

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

決算 当初予算 決算

（作成⽇：平成30年　６⽉　   ６⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

魅⼒ある農業の推進

6

2

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⾨⻑　克浩課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

魅⼒創造部

事業ソフト（任意）

景観形成作物等植栽事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

産業振興課

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 250

説明 ⼀町牡丹園の維持管理費⽤には、委託費の他に⾃治会の費⽤で賄われており、委託費がなくなると存続に影響が
出ると思われる。ホテイアオイについては市の観光名所であるため、観光客が減ることとなる。

 活動指標②

当初予算

実績

234 250

⾒込み

220

名称及び単位等

⾒込み

成果指標

景観形成作物転作⾯積（ａ）

　 　

重点項⽬ 　 　

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

1

実績計画

470

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

指標の
推移

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 農業振興事業費・⽶政策改⾰推進対策事業費

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

年度

対象 ⾒学者・地域住⺠

事業の
内容説明

景観形成作物（本薬師寺跡のホテイアオイ・レンゲ）や牡丹
（⼀町）の作付け及び育成に対し委託料を⽀払う。事業の

⽬的

農地の有効活⽤を図り、農村地域の活性化を促進し、コ
ミュニケーションの場として活⽤を図る。
また、花を通じて豊かで潤いのある快適な環境の実現を図
り、景観の向上に資する。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明 ⼀町牡丹園については、平成７年度に国庫事業として採択され、⾃治会へ委託を⾏い牡丹祭を催すことで地域住
⺠の相互の和を図っている。ホテイアオイについても、市の観光名所として名⾼い。

やめた
場合の
影響は

2 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

571 1,453 2,325

トータルコスト　（a）＋（c） 3,118 5,479 5,453 7,228

0.10 0.20 0.25 0.40

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
1,141

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5
2

2

2

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 維持管理が丁寧になされており、地域住⺠や観光客を楽しませている。

低い

地域コミュニティの活動推進及び景観向上につながっている。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 委託料以外のコストはかかっておらず、改善はほとんど⾒込めない。

説明

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

地域コミュニティ活動の推進及び観光振興のため、今後も継続していく。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 B

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 現状との調和を図りつつ、今後も継続していく。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い



（ ）

1

2

1 2 3 4

2,325 2,354 2,345 2,353

2,345 2,3532,3542,325

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

7

決算 当初予算

7

決算

（作成⽇：平成30年　６⽉　   ６⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

魅⼒ある農業の推進

6

2

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⾨⻑　克浩課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

魅⼒創造部

事業ソフト（任意）

地産地消推進事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

産業振興課

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 300

説明 朝市や農業祭等がなくなれば、市⺠にとっては本市の農産物に触れる機会が減り、農業者にとっても営農意欲の減
退の恐れがある。

 活動指標②

当初予算

実績

270

イベントでの朝市出店回数 7

300

⾒込み

323

7

名称及び単位等

7

⾒込み

成果指標

農産物品評会での出品点数

　 　

重点項⽬ 　 　

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

1

実績計画

400

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

指標の
推移

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 農業総務管理費・農業振興事業費・⽶消費拡⼤推進事業費・農村地域農政総合推進事業費

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

年度

対象 市⺠及び農業者

事業の
内容説明

朝市では市のイベントにおいて出店を⾏い、農業祭では、各種
団体の出店、農産物品評会の開催と即売会を⾏う。事業の

⽬的

市⺠に本市の農産物に触れる機会を提供し、また関⼼を深
めてもらい、新鮮で安価な農産物を提供することで、地産地
消を図る。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明 地産地消を促し、⽣産者と消費者との交流の場を提供する上で必要である。

やめた
場合の
影響は

2 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

2,283 872 581

トータルコスト　（a）＋（c） 4,608 4,922 3,217 2,934

0.40 0.45 0.15 0.10

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
2,568

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5
2

3

2

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 農産物品評会への出品数が減少している。

低い

魅⼒ある農業の推進に寄与している。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 コスト低減の余地は少ないが、⼿法の⾒直しが必要である。

説明

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

朝市・農業祭とも25年度・26年度に⾒直しを⾏った経緯があるが、農業者の⾼齢化、担い⼿の減少により出品数の低下が
⾒られる、今後は、やる気のある若い農業者に農地を集約し農業⽣産⼒の向上を図ると同時に、創意⼯夫を⾏い農業祭や
ふれあい朝市の集客増加を図りたい。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 A

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 現状のまま継続していく。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い



（ ）

1

2

1 2 3 4

2,524 2,499 2,468 2,443

2,468 2,4432,4992,524

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

54,466

決算 当初予算

47,882

決算

（作成⽇：平成30年　６⽉　   ６⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

魅⼒ある農業の推進

6

2

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⾨⻑　克浩課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

魅⼒創造部

事業ソフト（任意）

⼟地改良区等運営負担⾦事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

産業振興課

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 72,000

説明 ⼟地改良区・農業共済組合の運営に⽀障をきたすと思われる。

 活動指標②

当初予算

実績

73,611

中和農業共済組合⽔稲引受⾯積（ａ） 46,500

72,000

⾒込み

72,270

46,846

名称及び単位等

46,500

⾒込み

成果指標

⼤和平野・倉橋溜池⼟地改良区受益⾯積（ａ）

　 　

重点項⽬ 　 　

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

1

実績計画

78,300

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

指標の
推移

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 農業総務管理費・農業振興事業費・⽶政策改⾰推進対策事業費

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

年度

対象 ⼟地改良区・農業共済組合

事業の
内容説明

⼤和平野⼟地改良区・倉橋溜池⼟地改良区へ運営費負担
⾦を⽀払い、中和農業共済組合へ交付⾦を⽀払う。事業の

⽬的

農業⽤⽔の不⾜の解消を図るとともに、洪⽔を軽減し、⾃
然環境や美しい⽥園環境を守る。
農業共済事業の安定的な運営と円滑な推進を図る。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明 ⼟地改良区・農業共済組合とも公共性の⾼い事業を⾏っているため。

やめた
場合の
影響は

1 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

285 291 581

トータルコスト　（a）＋（c） 2,809 2,784 2,759 3,024

0.05 0.05 0.05 0.10

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
285

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5
2

2

1

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 ⼟地改良区・農業共済組合とも安定した運営が⾏われている。

低い

安定した農業経営を⾏うため貢献度は⾼いと思われる。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 農地⾯積⼜は⽔稲引受⾯積によって交付⾦が決められるため、コスト低減の余地はない。

説明

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

⼟地改良区・農業共済組合の運営及び農家の経営の安定化を図るため、今後も継続していく。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 B

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 現状のまま継続していく。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い



（ ）

1

2

1 2 3 4

992 2,380 2,335 2,049

2,335 2,0492,380992

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

決算 当初予算 決算

（作成⽇：平成30年　６⽉　   ６⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

魅⼒ある農業の推進

6

2

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⾨⻑　克浩課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

魅⼒創造部

事業ソフト（任意）

農業経営団体育成事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

産業振興課

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 50

説明 補助⾦等の交付を⾏わないと、各団体の事業に⽀障が出ることとなり、特産品農業の衰退が⾒込まれる。

 活動指標②

当初予算

実績

50 50

⾒込み

54

名称及び単位等

⾒込み

成果指標

各団体の会員数（⼈）

　 　

重点項⽬ 　 　

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

2

実績計画

57

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

指標の
推移

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 農業振興事業費・⽶政策改⾰推進対策事業費

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

年度

対象
橿原市の農業⽣産者団体（鉢花園芸研究会・促成苺研
究会・グリーンアスパラ研究会）及び農業後継者団体（⾶
⿃４Ｈクラブ）

事業の
内容説明

⽣産技術の向上及び研究に資する視察研修・技術講習会等
を実施するため、各団体へ補助⾦を交付
ビニールハウス等の施設を設置⼜は更新する会員農家へ補助
⾦を交付
会員農家から出る園芸⽤廃プラスチックの適正処理のため協議
会を開催し、処理費⽤の⼀部を負担

事業の
⽬的

都市近郊農業の利便性を発揮し、本市の特産品づくりや
産地ブランド化の促進を図る。
農業後継者の育成を図る。
栽培技術に関する研究を⾏い、所得向上を図る。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明 市の特産品づくりの促進及び農業後継者の育成を図り、農業の振興に寄与しているため。

やめた
場合の
影響は

2 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

1,712 1,453 1,163

トータルコスト　（a）＋（c） 2,704 3,807 3,788 3,212

0.30 0.25 0.25 0.20

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
1,427

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5
2

3

4

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 補助⾦等を交付しているものの、どの団体においても⽬新しい取組が⾏われず⼗分な成果が出ていない。

低い

本市の特産品を衰退させないための対策として、貢献度はやや⾼いと考える。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 ⾼齢化等に伴い会員数も徐々に減少しているが、新たな取り組みを⾏い、農産物の⽣産性向上を⽬指す為、コスト
削減は困難である。

説明

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

新品種の導⼊等を⾏い産地ブランド化の促進ができれば、本市農業の更なる発展と振興に寄与することができる。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 C

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 補助⾦等の減額も視野に⼊れながら、各団体の運営のあり⽅を徐々に⾒直す必要がある。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い



（ ）

1

2

1 2 3 4

15,927 16,549 17,606 18,361

17,931

702 325 7,096

25,45717,251

499

16,426

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

決算 当初予算 決算

（作成⽇：平成30年　６⽉　   ６⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

魅⼒ある農業の推進

6

2

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⾨⻑　克浩課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

魅⼒創造部

事業ソフト（義務）

農業者⽀援事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

産業振興課

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 80

説明

 活動指標②

当初予算

実績

76 80

⾒込み

76

名称及び単位等

⾒込み

成果指標

経営所得安定対策等交付⾦対象⼈数

② ｢かしはら版ヘルスケア産業｣を⽀援する

重点項⽬ 　 　

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 3-2-1 地域の特性を活かしたしごとをつくる

　

実績計画

90

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

指標の
推移

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 農業総務管理費・農業振興事業費・⽶政策改⾰推進対策事業費

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

年度

対象 農業者

事業の
内容説明

農業者から提出される営農計画書に基づき、経営所得安定対
策等交付⾦の交付に向けた業務を⾏う。
農業者が⼟地改良区へ⽀払う賦課⾦のうち３割を市が負担す
る。
農業⽤設備の購⼊者で特別融資の認定を受けた者に対し、利
⼦補給を⾏う。

事業の
⽬的

⽔⽥の有効活⽤を推進し、⾷料⾃給率・⾃給⼒の向上を
図るとともに、経営所得安定対策等交付⾦の交付や農業
⽤設備の購⼊者に対し利⼦補給を⾏うことにより、農業経
営の安定を図る。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

4,851 5,522 3,778

トータルコスト　（a）＋（c） 21,277 22,673 23,453 29,235

0.85 0.95 0.95 0.65

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
5,422

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5
3

3

3

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 各農家の経営の安定を図るため必要であり、農業担い⼿を減少させない為にも今後も事業を継続する。

低い

各農家の経営の安定を図る上で貢献度はやや⾼い。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 事務量が膨⼤であり、効率化を図る余地はある。

説明

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

各農家の経営の安定及び農業⽣産性の向上のため今後も継続していく。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 今後も継続していくが、経営所得安定対策事業については、国の事業であり減反協⼒分について縮⼩されると思わ
れる。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い



（ ）

1

2

1 2 3 4

総合戦略の
位置付け

決算

110

決算

120

当初予算

120 100

基本⽬標 　 　

基本的⽅向 　 　

（作成⽇：平成30年　６⽉　   ６⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

魅⼒ある農業の推進

6

2

担当課名 産業振興課

事業内部管理・維持管理

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

農業振興地域整備計画事業

⾨⻑　克浩課⻑名

総合計画の
位置付け

魅⼒創造部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名 農村地域農政総合推進事業費

重点項⽬ 　 　
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

⾒込み

成果指標

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

　

年度

対象 農業振興区域内の農⽤地

事業の
内容説明

農業振興地域整備計画の⼀部変更⼿続き及び全体⾒直しに
ついて農業振興地域整備推進協議会にて承認を受け、県との
協議の上承認を得て、農地の有効利⽤を図る。事業の

⽬的
計画的な⼟地利⽤のため、優良農地の確保と保全に努め
る。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

110 120

当初予算

計画実績 実績

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源 100 120

⾒込み

0.30 0.50

⼈件費　（c） 2,854 1,744 2,907

トータルコスト　（a）＋（c） 2,107 2,974 1,844 3,027

正職員
従事者数　（単位：⼈）

1,997

0.35 0.50

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標①

 活動指標②

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない

説明 農業振興地域整備計画は、社会情勢によりおおむね５年ごとの基礎調査により⾒直しを⾏うこととなっており、計画ど
おり進めている。

2 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

やや低い 低い

県の指導により適正に計画を⾒直すことで、農業整備のための施策を推進することができる。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 全体⾒直し年度を除き、経費は全て⼈件費であり、削減は⾒込めない。

説明

1

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

今後も社会情勢の変化に応じ、優良農地の確保の観点から計画の⾒直しを実施する。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 今後も県の指導のもと適切な運⽤を図る必要がある。

2

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い



（ ）

1

2

1 2 3 4

439 379 285 250

11,370

21,248 11,085 14,449

14,69921,627

9,795

10,234

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

2

決算 当初予算

3

決算

（作成⽇：平成30年　６⽉　   ６⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

魅⼒ある農業の推進

6

2

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⾨⻑　克浩課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

魅⼒創造部

事業ソフト（任意）

農地利⽤集積促進及び担い⼿育成事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

産業振興課

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 8

説明 将来の農業の担い⼿が不⾜し、耕作放棄地が増⼤するおそれがある。

 活動指標②

当初予算

10

実績

7

利⽤権設定数（筆数）

新規⻘年就農給付⾦対象者数 2

8

⾒込み

8

108

1

名称及び単位等

2

⾒込み

成果指標 10

地域農業マスタープラン（⼈・農地プラン）作成数

　 　

重点項⽬ 　 　

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

1

実績計画

34 10

7

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

指標の
推移

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 農業振興事業費・⽶政策改⾰推進対策事業費・農村地域農政総合推進事業費

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

年度

対象 農地所有者・農業者

事業の
内容説明

集落⼜は⾃治会単位で、今後の中⼼となる経営体及び農地の
集積⽅法について話し合いにより⼈・農地プランを作成する。
就農時45歳までの新規就農者に対し、就農後５年で農業で
⽣計を成り⽴たせることを前提に、所得保障のため給付⾦を給
付する。
地域の担い⼿に農地を集積する。
耕作放棄地に⽔稲その他の作物を栽培した営農団体へ交付⾦
を交付する。

事業の
⽬的

地域農業のあるべき⽅向や地域の中⼼となる経営体を定
め、経営体に農地を集積していく。
新規就農者を確保し、将来の農業を⽀える⼈材を育成す
る。
耕作放棄地の発⽣防⽌を図る。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明 国の事業であるが、⼈・農地プランを作成・⾒直しするのは市の役割であるため。

やめた
場合の
影響は

1 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

4,851 2,907 2,325

トータルコスト　（a）＋（c） 15,085 24,481 14,277 17,024

0.85 0.50 0.50 0.40

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
2,854

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5
1

3

1

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 ややＰＲ不⾜でもあるが、地域での合意形成が難しいこともあり、⼗分な成果が出ていない。

低い

農業従事者の減少や耕作放棄地の減少の⻭⽌めになる。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 補助対象を除いたコストがほとんど⼈件費であるため、削減は⾒込めない。

説明

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

集落や⾃治会に対し制度のＰＲを⾏い、平成26年度に設⽴された農地中間管理機構を最⼤限に活⽤することで、今後の
担い⼿の増加や耕作放棄地の減少等に寄与することができる。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 A

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 費⽤対効果を上げることは難しいが、⼈と農地の問題の解決に向け拡⼤することが期待される。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い



（ ）

1

2

1 2 3 4

総合戦略の
位置付け

決算

1,596

決算

1,138

当初予算

1,618 1,099

基本⽬標 　 　

基本的⽅向 　 　

（作成⽇：平成30年５⽉25⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

魅⼒ある農業の推進

6

2

担当課名 道路河川課

事業内部管理・維持管理

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

各種団体負担⾦事務

⻄村　明課⻑名

総合計画の
位置付け

まちづくり部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名 ⼟地改良事業費

重点項⽬ 　 　
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

⾒込み

成果指標

事業の開始年度 平成 ー 年度 事業の終了予定年度 平成 ー

　

年度

対象 各種団体（県⼟地改良事業団体連合会・県農村振興
技術連盟・県農業農村整備事業推進協議会）

事業の
内容説明

各種団体が⾏う研修会、協議会等の運営に対する会員負担
⾦。事業の

⽬的

農業⼟地基盤整備を積極的に推進すべく、各種団体が主
催する研修会、技術提案、積算システムの開発等に対し、
会員として負担⾦を⽀払う。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

1,596 1,618

当初予算

計画実績 実績

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源 1,099 1,138

⾒込み

0.45 0.60

⼈件費　（c） 1,427 2,616 3,488

トータルコスト　（a）＋（c） 4,450 3,045 3,715 4,626

正職員
従事者数　（単位：⼈）

2,854

0.50 0.25

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標①

 活動指標②

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない

説明 各種団体から提供される情報によって、市⺠からの要望に対し⼟地改良事業を効果的に実施できている。

2 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

やや低い 低い

各種団体からの指導、援助は、⼟地改良事業を効率化して農業振興に資するとともに、農業従事者はもとより市⺠
の⽣活向上に繋がっている。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 ⾦額も最低限の負担であり、コスト縮減の余地はない。

説明

1

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

県、県内市町村、奈良県⼟地改良事業団体連合会と連携を図る意味でも必要な団体であり、今後も引き続き各種団体と
連携を図り⼟地改良事業を効率的・効果的に実施していきたい。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 今後引き続き連携を図っていくことにより、技術⼒の向上に努め、⼟地改良事業を推進していく。

2

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い



（ ）

1

2

1 2 3 4

8,373 10,404 9,972 13,255

9,972 13,25510,4048,373

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

決算 当初予算 決算

（作成⽇：平成30年５⽉25⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

魅⼒ある農業の推進

6

2

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⻄村　明課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

まちづくり部

事業ハード

市単独⼟地改良補助⾦事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

道路河川課

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標①

説明

 活動指標②

当初予算

実績 ⾒込み

名称及び単位等

⾒込み

成果指標

　 　

重点項⽬ 　 　

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

　

実績計画

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

指標の
推移

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 ⼟地改良事業費

事業の開始年度 平成 － 年度 事業の終了予定年度 平成 ー

単位当た
りコスト

計算式等

年度

対象

事業の
内容説明
(全体計

画）

地元代表者及び各農家⽔利組合が事業主体となり、農業⽤
施設の整備、修繕に対し補助⾦を交付する。事業の

⽬的

農業後継者の減少、耕作放棄地が増⼤する現状におい
て、快適な環境の向上、洪⽔による浸⽔被害防⽌、施設
の維持管理の適正化を図るため、地元主体による⼩規模
な農業⽤施設の整備及び修繕に対し補助⾦を交付する。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

3,995 2,325 3,488

トータルコスト　（a）＋（c） 12,368 14,970 12,297 16,743

0.70 0.80 0.40 0.60

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
4,566

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 　
1

3

　

C
H
E
C
K

進捗状況

⽬標（計
画）どおり
進んでいる

か

1 予定通り 2 概ね予定通り 3 達成できていない 　 　

説明 予算が厳しい現状ではありますが、待っていただいている要望書のなかで優先順位に基づき計画を⽴て順次実施し、
事業を進捗させます。

低い

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明

説明

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

継続する ⾒直す 廃⽌⼜は休⽌する 課内
優先度 　

完了する 　

説明 依然、要望に対し実施が追いついていない状況であり、今後寿命が⼤幅に経過した農業⽤施設の改修・修繕に多
額の費⽤を伴う要望が増⼤していくと考えられますので、来年度も引き続き同等の予算が必要である。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

　 ⾼い やや⾼い やや低い



（ ）

1

2

1 2 3 4

総合戦略の
位置付け

決算

120

決算

120

当初予算

120 120

基本⽬標 　 　

基本的⽅向 　 　

（作成⽇：平成30年５⽉25⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

魅⼒ある農業の推進

6

2

担当課名 道路河川課

事業ソフト（任意）

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

施設管理負担⾦事務

⻄村　明課⻑名

総合計画の
位置付け

まちづくり部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名 ⼟地改良事業費

重点項⽬ 　 　
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

⾒込み

成果指標

事業の開始年度 平成 19 年度 事業の終了予定年度 平成 －

管理負担⾦がなくなると、地元負担が増し維持管理に対する地元意識低下に繋がることが考えられる。

1

年度

対象 中池施設管理者

事業の
内容説明

⽔環境整備事業により整備をおこなった中池施設の保全管理
について、地元管理者に対して管理負担⾦を交付する。事業の

⽬的

中池に付随する施設の維持管理並びに美化に対する地元
意識を⾼め、本来事業⽬的である市⺠全般が利⽤できる
憩いの場としての集客を図る。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明 中池に付随する施設は、市⺠全般が憩える公共的な場所である。

やめた
場合の
影響は

1 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

120 120

当初予算

計画実績 実績

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源 120 120

⾒込み

0.35 0.30

⼈件費　（c） 1,141 2,035 1,744

トータルコスト　（a）＋（c） 1,547 1,261 2,155 1,864

正職員
従事者数　（単位：⼈）

1,427

0.25 0.20

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標①

 活動指標②

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない

説明 施設の管理も積極的におこなわれており、⼀般市⺠の利⽤も多く⾒られる。

2 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

やや低い 低い

負担⾦を交付することで、維持管理への住⺠意識向上に繋がっていると思われる。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 施設内のトイレ清掃⼈件費及び消耗費のみならず、植栽管理等に充当されており最低限の負担⾦であることから経
費削減は難しい。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

維持管理はかなりの意識を持って適正におこなわれており、その意味でも改善は難しい。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 C

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 今後も引き続き適正な維持管理を図っていくことにより、本来の農業⽤施設の維持管理の意識向上に努めるととも
に、⼀般市⺠の更なる利⽤を図る。

2

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い



（ ）

1

2

1 2 3 4

総合戦略の
位置付け

2,551

ー

決算

ー

ー

ー

48,019

ー

決算

ー

297,558

当初予算

49,011 42,178

基本⽬標 　 　

基本的⽅向 　 　

（作成⽇：平成30年５⽉25⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

魅⼒ある農業の推進

6

2

担当課名 道路河川課

事業ハード

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

⼟地改良施設整備事業

⻄村　明課⻑名

総合計画の
位置付け

まちづくり部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名 ⼟地改良事業費

重点項⽬ 　 　
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

⾒込み

成果指標

事業の開始年度 平成 ー 年度 事業の終了予定年度 平成 ー

　

年度

対象

事業の
内容説明
(全体計

画）

農業⽤施設（⽤排⽔路、井堰、農道、ため池等）の整備、改
修の地元要望に対して、それぞれ⽤件を満たす事業メニューによ
り施設の整備を実施する。事業の

⽬的

農業における耕作放棄地の増⼤また農業後継者の減少が
進んでいる中で、快適な農村環境の向上、洪⽔等による浸
⽔被害からの防⽌、農業施設の維持管理の適正化を図る
べく、農業⽤施設の整備及び修繕をおこなう。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

15,156 13,266

当初予算

ー

計画実績 実績

30,312 35,745 22,636 260,645

ー

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源 19,542 36,913

ー

ー

⾒込み

0.35 0.45

⼈件費　（c） 5,992 2,035 2,616

トータルコスト　（a）＋（c） 54,011 55,003 44,213 300,174

正職員
従事者数　（単位：⼈）

5,992

1.05 1.05

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① ー

 活動指標② ー

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 　

C
H
E
C
K

進捗状況

⽬標（計
画）どおり
進んでいる

か

1 予定通り 2 概ね予定通り 3 達成できていない

説明 現在においては、概ね計画通り事業を進捗しているが、河川の⼤規模井堰の⽼朽化等寿命に達した施設の改修要
望が多く⾒られることから事業メニュー並びに予算を検討し事業を進める必要がある。

2 　 　

やや低い 低い

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明

説明

　

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

継続する ⾒直す 廃⽌⼜は休⽌する 課内
優先度 　

完了する 　

説明 今後も農業者の⾼齢化等により農業施設の維持管理には⼤変苦慮され、また耐⽤年数が⼤幅に経過した施設も
多く今後も改修要望は増⼤すると推測され、その中で要件の整った事業メニューにより事業を実施していく。

1

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

　 ⾼い やや⾼い



（ ）

1

2

1 2 3 4

総合戦略の
位置付け

決算

1,625

決算

4,000

当初予算

4,000 3,711

基本⽬標 　 　

基本的⽅向 　 　

（作成⽇：平成30年５⽉25⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

魅⼒ある農業の推進

6

2

担当課名 道路河川課

事業内部管理・維持管理

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

⼟地分筆登記事業

⻄村　明課⻑名

総合計画の
位置付け

まちづくり部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名 ⼟地改良事業費

重点項⽬ 　 　
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

⾒込み

成果指標

事業の開始年度 平成 ー 年度 事業の終了予定年度 平成 －

　

年度

対象 農地所有者

事業の
内容説明

⼟地改良事業⽤地の未登記の⼟地に対し、所有権移転登記
事務を実施。

事業の
⽬的

⼟地改良事業により以前整備された未登記物件に対す
る、⼟地分筆登記処理。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

1,625 4,000

当初予算

計画実績 実績

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源 3,711 4,000

⾒込み

0.40 0.50

⼈件費　（c） 2,283 2,325 2,907

トータルコスト　（a）＋（c） 4,193 6,283 6,036 6,907

正職員
従事者数　（単位：⼈）

2,568

0.45 0.40

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標①

 活動指標②

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない

説明 将来⼟地のトラブル回避のためにも必要な事業であり、成果は向上しているといえるが、まだまだ未登記件数が多く登
記に多額の費⽤がかかる。

2 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

やや低い 低い

将来⼟地のトラブル回避のためにも必要な事業であるため、貢献度は⾼い事務事業であるといえる。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 登記処理に多額の費⽤を要することから、低減の余地は難しいといえる。

説明

1

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

未だ未登記処理物件が多く残っており、今後も継続的に実施していく必要性があり、そのための予算並びに体制作りを強化し
拡⼤して継続していくことで早期に処理を完了することができる。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 費⽤⾯は⾼くなるが、市の責務として必要な事業であることから、事業規模を拡⼤し早期に解決していく。

1

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い



（ ）

1

2

1 2 3 4

総合戦略の
位置付け

決算

172

決算

143

当初予算

150 138

基本⽬標 　 　

基本的⽅向 　 　

（作成⽇：平成30年５⽉25⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

魅⼒ある農業の推進

6

2

担当課名 道路河川課

事業内部管理・維持管理

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

農業⽤施設原材料⽀給事務

⻄村　明課⻑名

総合計画の
位置付け

まちづくり部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名 ⼟地改良事業費

重点項⽬ 　 　
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

⾒込み

成果指標

事業の開始年度 平成 ー 年度 事業の終了予定年度 平成 ー

　

年度

対象 地区代表者、農家⽔利組合

事業の
内容説明 農業⽤施設の修繕等に必要となる資材を提供。

事業の
⽬的

地元農業⽤施設管理のため、必要な資材を⽀給することに
より、農業者の管理意識の徹底を図る。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

172 150

当初予算

計画実績 実績

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源 138 143

⾒込み

0.20 0.30

⼈件費　（c） 1,997 1,163 1,744

トータルコスト　（a）＋（c） 2,740 2,147 1,301 1,887

正職員
従事者数　（単位：⼈）

2,568

0.45 0.35

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標①

 活動指標②

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない

説明 地区代表者、農家⽔利組合からの要望に対し、資材の⽀給を⾏っており、それにより円滑な施設の管理が⾏われて
いる。

2 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

やや低い 低い

地元主導により農業⽤施設の修繕を⾏うことにより、農地保全また農業普及に貢献している。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 毎年ある程度需要があり、コストの低減の余地はない。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

今現在は⼀定の効果が出ているとはいえ、特に改善点は⾒られない。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 農業⽤施設を地元主導で管理を⾏うことは、農業者の意識を⾼めるとともに、施設の⻑寿命化を図る意味でも重要
であり、ある特定地域のみならず広範囲で活⽤できるよう今後も進めていく。

2

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い



（ ）

1

2

1 2 3 4

8,701 8,085 7,011 9,466

11,007

3,503 3,928 2,935

12,46411,651

5,034

636364 68

13,799

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

40

決算 当初予算

38

決算

（作成⽇：平成30年6⽉6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

活⼒と賑わいのある元気なまち

魅⼒ある農業の推進

6

2

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

鈴⽊　　尚課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒ 事業ソフト（義務）

農業委員会運営事務事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

農業委員会事務局

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 260

説明

 活動指標②

当初予算

実績

283

総会、⼩委員会の開催回数 40

260

⾒込み

255

36

名称及び単位等

40

⾒込み

成果指標

農地転⽤等の申請数

　 　

重点項⽬ 　 　

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

　

実績計画

260

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

指標の
推移

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 農業委員会運営費

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

年度

対象 農地取得や農地転⽤の申請者

事業の
内容説明

農業委員会組織体制が⼤幅に変更になることから、安定した委
員会運営を⾏うための協議を充分に⾏い、農地法に基づく許可
等の事務を適正に実施する。事業の

⽬的

優良農地を確保し、魅⼒ある農業経営の推進を図り、かけ
がえのない農地を守り⽣かす。
また、そのために農業委員・農地利⽤最適化推進委員の知
識や⾏動⼒の向上をめざす。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

17,121 17,439 17,439

トータルコスト　（a）＋（c） 30,920 28,772 28,446 29,903

3.00 3.00 3.00 3.00

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

平成29年度再任⽤職員２⼈、（週３⽇勤務）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
17,121

D
O

実
施

備考



1 2 3 4

1 2 3

4 5
2

2

1

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 農業委員・農地利⽤最適化推進委員の意識も向上し、成果は上がっている。

低い

魅⼒ある農業経営の推進に貢献できた。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 農業委員会法改正に伴い委員の業務分担等が明確になり、業務の効率化を実現できた。
委員会業務は法定業務のため、⼤幅なコスト軽減は困難である。

説明

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

事務処理の効率化等を検討し、業務量の低減を⽬指す。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明
委員会活動体制を強化し、農地利⽤の最適化を推進する。
遊休農地対策の推進を⾏い、農地中間管理機構との連携による担い⼿への農地集積、再⽣不能農地の⾮農地
判断も含め、遊休農地解消を実現させる。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い


